
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 13日

上   場   会   社   名  日東化工株式会社 上場取引所 東京証券取引所

コード番号      5104 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経営管理室長 神奈川県

　　　　　　  氏　　        名　　　石井紀彦 TEL (0467) 74 - 3111
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 13日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 (百万円未満切り捨て表示しております。)

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 4,746 19.6 127 250.7 121 298.1
11年 9月中間期 3,967 4.8 36 - 30 -
12年 3月期 8,235 162 151

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 23 9.5 0.61
11年 9月中間期 21 - 0.56
12年 3月期 62 1.63
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 38,400,000 株   11年 9月中間期 38,400,000 株   12年 3月期 38,400,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当       円     銭

12年 9月中間期 －    特別配当       円     銭

11年 9月中間期 －
12年 3月期 － 1.50

(3)財政状態 (百万円未満切り捨て表示しております。)
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 9,431 2,813 29.8 73.25
11年 9月中間期 8,006 2,806 35.0 73.08
12年 3月期 9,865 2,847 28.8 74.15
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 38,400,000 株   11年 9月中間期 38,400,000 株   12年 3月期 38,400,000 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 10,200 350 130 3.00 3.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   3 円 38 銭 
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　　　　（単位：百万円）

当中間期 前中間期 前　　　　　期

（１２．９．３０現在） （１１．９．３０現在） （１２．３．３１現在）

【 資 産 の 部 】

　流　動　資　産 ５，３７０　 ３，９１３　 ５，３３３　
現 金 及 び 預 金 ９８　 ７９　 １１０　
受 取 手 形 １，３８９　 ９１５　 １，５９８　
売 掛 金 ２，４２２　 １，９００　 １，８８２　
有 価 証 券 －　 ６０　 ４８　
製 品 ４１８　 ４４８　 ３９９　
原 材 料 ２２１　 １７４　 ２００　
仕 掛 品 １０３　 １１４　 １１１　
貯 蔵 品 ２０　 ２０　 ２０　
前 払 費 用 ２７　 ３１　 １４　
短 期 貸 付 金 ４５０　 －　 ７００　
未 収 入 金 １９６　 １５０　 ２０９　
自 己 株 式 ０　 ０　 ０　
繰 延 税 金 資 産 ２９　 ２１　 ２２　
その他の流動資産 　７　 　８　 　３１　
貸 倒 引 当 金  △　　　　１５　  △　　　　１３　  △　　　　１４　

　固　定　資　産 ４，０５３　 ４，０９２　 ４，５３１　
（ 有 形 固 定 資 産 ）   　　（ 　 ３，７０２ )   　　（ 　 ３，７９２ )   　 （ 　 ４，２３５ ) 
建 物 ９４５　 ９６０　 ９３２　
構 築 物 １０９　 １１７　 １１４　
機 械 及 び 装 置 ９５５　 １，０９１　 １，０２１　
車 両 及 び 運 搬 具 ５　 ３　 ４　
工具・器具及び備品 ５６　 ６７　 ６５　
土 地 １，５３５　 １，５３５　 １，５３５　
建 設 仮 勘 定 ９４　 １５　 ５６１　
（ 無 形 固 定 資 産 ）  　　 （ 　 　  　３３ )  　　 （ 　 　  　　１ )  　  （ 　 　  　４３ ) 
諸 権 利 金 １　 １　 １　
ソ フ ト ウ ェ ア ３２　 －　 ４１　
（ 投       資       等）   　　（ 　   　 ３２５)   　　（ 　   　 ２９９)   　 （ 　   　２５２ ) 
投 資 有 価 証 券 1１６　 １４　 14　
関 係 会 社 株 式 －　 ５５　 ５５　
長 期 貸 付 金 １１　 １５　 １３　
長 期 前 払 費 用 １　 ５２　 ２　
繰 延 税 金 資 産 １６６　 ８３　 １１９　
そ の 他 の 投 資 ２９　 ７８　 ４７　
貸 倒 引 当 金  △　　　　　０　  △　　　　　０　  △　　　　　０　

９，４３１　 ８，００６　 ９，８６５　資　　産　　合　　計

比　  較　  貸　  借　  対　  照　  表

　　　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目
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　　　　（単位：百万円）

当中間期 前中間期 前　　　　　期

（１２．９．３０現在） （１１．９．３０現在） （１２．３．３１現在）

【 負 債 の 部 】

　流　動　負　債 ６，１５８　 ４，７６５　 ６，６１３　
支 払 手 形 ７２１　 ６９０　 ７３０　
買 掛 金 ２，３５６　 １，８９１　 ２，３４７　
短 期 借 入 金 ２，０８０　 １，８５２　 ２，０８０　
未 払 金 ８８　 ４２　 １３　
未 払 法 人 税 等 ７７　 ３６　 ８１　
未 払 消 費 税 等 ０　 １８　 １４　
未 払 費 用 ２０１　 １５５　 １７２　
預 り 保 証 金 ５５　 ５４　 ５４　
仮 受 金 ５５８　 －　 １，１０１　
その他の流動負債 １８　 ２３　 １９　

　固　定　負　債 ４５９　 ４３４　 ４０４　
退 職 給 与 引 当 金 －　 ４０７　 ３７１　
退 職 給 付 引 当 金 ４１９　 －　 －　
役員退職慰労引当金 ４０　 ２６　 ３３　

（ 負　債　合　計 ）  （ 　　 ６，６１８ )  （ 　　 ５，１９９ )   （ 　 　７，０１７ )

【 資 本 の 部 】

　資　 　本　 　金 １，９２０　 １，９２０　 １，９２０　
　利 益 準 備 金 ８２　 ７７　 ７７　
　剰　 　余　　 金 ８１０　 ８０９　 ８５０　

別 途 積 立 金 ４００　 ４００　 ４００　
中間(当期)未処分利益 ４１０　 ４０９　 ４５０　
（うち中間(当期)純利益）   （ 　   　　２３ )   （ 　   　　２１ )   （ 　   　　６２ ) 
その他有価証券評価差額金 △ ０　 －　 －　

 （ 資　本　合　計 ）   （ 　 ２，８１３ )   （ 　 ２，８０６ )   （ 　 ２，８４７ ) 

９，４３１　 ８，００６　 ９，８６５　負債及び資本合計

　科　　　目

　　　　　　　　　　 期　　　別
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　　（単位：百万円）

当中間期 前年中間期 前期（年間）

（12.4.1～12.9.30） （11.4.1～11.9.30） （11.4.1～12.3.31）

　営 業 損 益 の 部

売 上 高 ４，７４６　 ３，９６７　 ８，２３５　

売 上 原 価 ４，２５２　 ３，６９８　 ７，６０６　

販売費及び一般管理費 ３６６　 ２３２　 ４６８　

営 業 利 益 １２７　 ３６　 １６２　

　営 業 外 損 益 の 部

 　  営　　業　　外　　収　　益 ５　 ８　 １４　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２　 ０　 ２　

そ の 他 の 収 益 ３　 ８　 １２　

     営　　業　　外　　費　　用 １０　 １４　 ２６　

支 払 利 息 及 び 割 引 料 １０　 １４　 ２６　

そ の 他 の 費 用 ０　 ０　 ０　

　経　　　 常 　　　利 　　　益 １２１　 ３０　 １５１　

　特 別 損 益 の 部

     特　　別　　損　　失 ７３　 －　 ４３　

会計基準変更時差異償却 ５５　 －　 －　

ゴルフ会員権評価減 １７　 －　 ３０　

投資有価証券評価損 ０　 －　 １２　

　法人税・住民税及び事業税 ７８　 ３２　 １０５　

　法   人   税  等  調   整   額 △　　　　　５３　 △　　　　　２３　 △　　　　　５９　

　中 間（当期）純 利 益 ２３　 ２１　 ６２　

　前 　期 　繰 　越 　利　 益 ３８７　 ３８７　 ３８７　

比   較   損　 益 　計　 算　 書

　　　　　　　　　　 期　　　別

　科　　　目

（ 経 常 損 益 の 部 ）

１０８　

４５０　

４８　

４１０　　中間（当期）未処分利益

　税引前中間（当期）純利益 ３０　

４０９　
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１．　有価証券の評価基準及び評価方法
その他の有価証券
　　　　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は主として移動平均法により算出）

２．　たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法
総平均法による原価法
総平均法による原価法
最終仕入原価法

３．　有形固定資産の減価償却の方法 法人税法に基づく定額法

４．　引当金の計上基準

貸　 倒　 引　 当　 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職により支給する退職給付に備え
るため、当中間会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間
会計年度末において発生していると認められる
額を計上しております。
尚、会計基準変更時差異（５５５百万円）につい
ては、５年による按分額を費用処理しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職により支給する退職慰労引当金に
備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

５．　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処
理によっております。

６．　その他中間財務諸表作成のための基本
　　　となる重要な事項
　（１）　消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法は税抜き方式によっ

ております。

〈追加情報〉

１．退職給付会計 当中間会計期間から退職給付に係わる会計基
準（（「退職給付に係わる会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会　平成１０年６月
１６日））を適用しております。この結果、従来の
方法によった場合と比較して、退職給付費用が
５５百万円増加し、税金等調整前中間純利益は
５５百万円だけ減少しております。
また、退職給与引当金及び企業年金制度の過
去勤務債務等に係わる未払い金は、退職給付
引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計 当中間会計期間から金融商品に係わる会計基
準（（「金融商品に係わる会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月
２２日））を適用し、投資有価証券の評価の方法
について変更しております。この変更による影響
は軽微であります。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的
を検討し、売買目的有価証券及び満期保有目的
の債券及びその他有価証券に含まれている債券
のうち１年内に満期の到来するものは流動資産
の有価証券として、それら以外は投資有価証券
として表示しております。その結果、流動資産の
有価証券は４８百万円減少し、投資有価証券は
４８百万円増加しております。

仕 掛 品
貯 蔵 品

　中間財務諸表作成の基本となる事項

原 材 料
製 品
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　　貸借対照表注記 　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間期 前中間期 前　　　期
１．　有形固定資産の減価償却累計額 ５，０２０ ４，８６９ ４，９９２
２．　受取手形割引・裏書譲渡高 １５ ５０７ ７
３．　中間会計期間末日満期手形
　　　　　中間会計期間末日満期手形の会計処理については、当中間会計期間の末日が金融機関の休日
　　　　　でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当中間会計期間末日満期手形
　　　　　の金額は、次のとおりであります。

受取手形 １０７ 百万円
支払手形 ３８１ 百万円

　　　　　　　　（単位：百万円）

当中間期 前中間期 前　　　期
４．　自己株式 ０ ０ ０
　　　　　　（自己株式数） （　７８３株）（　３４７株） （８４７株）

　　リース取引関係
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（未経過
　　　リース料中間期末（期末）残高が資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利
　　　子込み法によっております。
　（１）　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

当中間期 前中間期 前　　　期
工具器具備品 工具器具備品 工具器具備品

取 得 価 額 相 当 額 　　 ２０百万円 　　 ２０百万円 　　 ２０百万円
減価償却累計額相当額 　　 １６百万円 　　 １２百万円 　　 １４百万円
中間期末（期末）残高相当額 　　 　３百万円 　　 　７百万円 　　 　５百万円

　（２）　未経過リース料中間期末（期末）残高相当額
当中間期 前中間期 前　　　期

１  年  内 　３百万円 　４百万円 　４百万円
１　年　超 　- 百万円 　３百万円 　１百万円
合　　　計 　３百万円 　７百万円 　５百万円

　（３）　支払リース料、減価償却費相当額
当中間期 当中間期 前　　　期

支払リース料 　２百万円 　２百万円 　４百万円
減価償却費相当額 　２百万円 　２百万円 　４百万円

　（４）　減価償却費相当額の算定方法
　　　　　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。


